
事業報告書 

公益社団法人トレイディングケア 

 

１．総会、理事会等の活動状況 

（１）総会 

区分 開催期日及び場所 出席数 議決承認事項及び報告事項 

定期 平成 30 年 4 月 1 日 ７ 第 1 号議案  定款変更の件 

臨時 平成 30 年 12 月 26 日 

電磁媒体 

７ 第 1 号議案  

名称変更について 

第２号議案  

停止条件付の書類の効力開始について 

 

臨時 平成 31 年 3 月 10 日 

16 時～  

公益社団法人トレイディ

ングケア研修センター 

 議題１ 定款の修正について 

 

 

（２）理事会 

区分 開催期日及び場所 出席数 議決承認事項及び報告事項 

定期 平成 30 年 4 月 1 日 

電磁媒体 

７ 報告 

進捗状況 

定期 平成 30 年 12 月 26 日 

電磁媒体 

７ 第 1 号議案 

介護技能実習生の受け入れについて 

 

定期 平成 31 年 2 月 17 日 

電磁媒体 

 

７ 第 1号議案 

平成 30 年度の基金募集について 

第 2号議案 

公認会計士との契約について 

第３号議案 

介護技能実習生第４期、５期受け入れ施設募集

について 

報告事項１ 

 2019 年 2 月 15 日に外国人技能実習機構よ

り、監理団体の許可を得た。 

報告事項２ 

2019 年 3 月 10 日（日）にトレイディングケ



アセミナーを行う 

報告事項３ 

 インドネシア共和国送り出し機関との調整

について 

定期 平成 31 年 3 月 10 日 

15時 公益社団法人ト

レイディングケア研修

センター 

５ 議案１ 次年度の計画について 

議題２ 次年度の予算について 

議案３ 次年度の非常勤勤務者採用について 

議題４ 法律講義の講師について 

議題５ 社員総会の日時について 

 

２．会員数 

区分 平成３０年度 

正会員 ８ 

賛助会員 ０ 

名誉会員 ０ 

 

 

３．役員数 

区分 平成３０年度 

代表理事 １ 

理事 ５ 

監事 １ 

 

４．公益目的事業の状況 

公１．母国の発展を目的とする外国人技能実習生の日本での技能実習が円滑に進むよう

に、講座、講習の開催、人材育成、人材紹介・斡旋、人材監理、研究活動を行う事業 

 当法人は 2018 年 12 月 26 日に公益社団法人の認可を受けた。その後、2019 年 2 月

15 日に技能実習生を受け入れる監理団体としての認可を受けた。以下、公益目的事業

に沿って報告する。 

１）講座、講習の開催事業 

2019 年 3 月 9 日（日）に受入れ施設管理者、受入れ施設技能実習指導員および生活

指導員に関しての講習を開催した。当日は、愛媛大学、中井俊樹先生に講師として参加

してもらい、「共に働く人を育てる」というテーマで特別講演をしていただいた。また

昼からは、当法人の施設の内覧会、相談会を実施した。 

技能実習生の日本語講習、技能実習生集会は、当法人での技能実習生の受け入れが開

始していないため未実施である。 



２）人材育成事業 

（１）入国前講習事業 

 外国の送出機関外国の送出機関にて、入国前の日本語研修を行った。 

（２）入国後講習 

   平成 30 年度は、技能実習生の入国がなかったため、実施していない。 

３）人材紹介・斡旋事業 

平成 30 年 4 月に第 1 次、第２次マッチングを実施した。その後、技能実習計画を

作成し、提出した。第 1 期生は 5 名で社会福祉法人南知多で技能実習を行うことが

決定した。 

平成 30 年 8 月に第 2 期生の第 1 次、第２次マッチングを実施した。医療法人共生

会南知多病院に 3 名、医療法人偕行会に 4 名の技能実習生が技能実習を行うことが

決定した。しかし、その後インドネシア送り出し機関が、別の監理団体へ 4 名の技能

実習生を送ることにしたため、第 2 期生の入国は一旦待ちの状況になった。 

平成 31 年 3 月に第 2 期、3 期生の第 1 次、第２次マッチングを実施した。第 2 期

に社会福祉法人昭徳会 3 名が決定した。第 3 期生は、医療法人共和会共和病院 3 名、

医療法人偕行会グループホームじょうさいに 2 名、小規模多機能居宅介護じょうさ

いに 1 名が決定した。 

４）人材監理事業 

平成 30 年度は、人材監理事業は実施していない。 

５）研究活動事業 

平成30年度は、全国老人福祉施設協議会より助成金をもらい、外国人技能実習生と

地域共生を促すための研究を行った。また国土交通省の空き家空地に関する助成金

事業で、外国人が地域で暮らす住宅と空き家に関して、住宅相談センターとともに

活動を行った。 

 

 


